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地域活性化における実践共同体の役割
―NPO2 法人による地域の場づくりに向けた取り組み事例―

法政大学大学院政策創造研究科　石山 恒貴

要旨
　近年、企業内外の知識創造に関し、実践共同体の重要
性が注目されている。地域活性化においても、先行研究
では実践共同体が重要な役割をはたすことが指摘され
ている。地域における実践共同体の主な効果は、個人学
習、組織学習、知識創造におよんでいる。先行研究のレ
ビューでは、地域における実践共同体の類型を、①教育
機関と地域との連携、②地域における横断的な人材育成、
③地域の内発的な実践共同体、④外部団体と地域との協
働、と整理することができた。
　本研究では、実践共同体という枠組みをとおして、地
域活性化に取り組むNPO2 法人に聞き取り調査を行い、
実践共同体の生成の過程を調査した。その結果、
1）	地域の利害関係に巻き込まれていず、かつ地域活性

化に情熱を持ち、当該地域について素直に学びたい
という姿勢を持つよそ者（若者）が、触媒として実
践共同体の生成に効果的であること
2）	実践共同体の生成において、従来型の方法論では不
十分であり、デザイン思考の活用が有効であること
という 2点が明らかになった。
　本研究の意義は、実践共同体の生成過程の課題と対処
の過程を明らかにしたことにある。今後、地域に実践共
同体を創設したいと考える際には、本研究で示した具体
的な対応方法を考慮することが望ましいであろう。

キーワード：	実践共同体、地域活性化、触媒、デザイ
ン思考
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Abstract
　The purpose of this paper is to examine the 
roles of communities of practice in regional 
activation.   Communities of practice are an 
integral part of regional activation, and previous 
studies show that their functions include the 
fostering of individual leaning, organizational 
learning, and knowledge creation.
　However, the concept of communities of practice 
is unfamiliar in the context of regional activation. 
We need to make the concept and its utility in 
context clear and useful. Therefore, the present 
study takes as a topic of research the process of 
creation of communities of practice. Interviews 
with people involved in 2 NPO s were conducted, 

and the major findings were as follows:
　1) 	A catalyst with no interest in the region is 

required for the creation of communities of 
practice. 

　2) 	De s i g n  t h i n k i ng  i s  impo r t a n t  a s  a 
methodology for the creation of communities 
of practice. 

　On the basis of these findings, it is suggested 
that we should try to more deeply investigate 
and understand the importance of a catalyst and 
design thinking for the creation of communities of 
practice.

Keyword:	 communities of practice, regional 
activation, catalyst, design thinking
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Ⅰ はじめに

　近年、企業経営における実践共同体の役割が重視され
るようになってきている。実践共同体とは、「あるテー
マに関する関心や問題、熱意などを共有し、その分野の
知識や技能を、持続的な相互交流を通じて深めていく
人々の集団」（Wenger, Mcdermott & Snyder, 2002, p.33）
と定義される。この定義においては、特に企業内部で知
識創造活動を行う実践共同体に焦点があたっている。一
方、日本では、荒木（2007, 2009）が職場から、特に企
業の外部の実践共同体へ知識労働者が越境して学習する
効果を示した。さらに石山（2013）は、知識労働者が越
境して生じる具体的な学習効果について、企業外の実践
共同体で得られた知識と経験を所属企業に還流するプロ
セスの解明を通じて示している。
　このように実践共同体の先行研究においては、主に企
業内外における知識創造との関連が注目されている。し
かし実践共同体の効用が知識創造であるとすれば、その
影響範囲は企業に限定されるものではないであろう。地
域において内発的な発展が求められている昨今の状況に
おいては、知識創造によりイノベーションのきっかけと
なる実践共同体の存在は、地域にとって有用な存在であ
ると考えられる。
　そこで本稿においては、実践共同体の本質的な特徴と
効用を分析したうえで、実践共同体の地域活性化におけ
る実態を分析する。そのうえで、実践共同体が地域活性
化において果たしうる役割について、明らかにすること
を目的とする。

Ⅱ 先行研究のレビュー

　先行研究のレビューとしては、まず実践共同体の特徴
を述べ、地域活性化における実践共同体の活動事例の先
行研究をレビューする。そのうえで、地域における実践

共同体の役割とソーシャル・キャピタルとの関係につい
て述べる。

1　実践共同体の特徴
　実践共同体の特徴においては、まず正統的周辺参加と
いう枠組が重要な概念となる。実践共同体を理論的に位
置づけたのは Lave & Wenger（1991）である。Lave ら
は学習を、単に個人に内化するだけのプロセスとは考え
ない。学習を個人への内化の過程として捉えるのではな
く、実践共同体への参加の度合の増加と捉える。この捉
え方の枠組が、正統的周辺参加である。
　つまり、正統的周辺参加とは、「行為者の学習の軌道」
に着目した概念である。そのため、正統的周辺参加は、
行為者が実践共同体への周辺位置での参加（周辺参加）
から中核位置での参加（十全参加）へどのような軌道を
描くのかという部分に焦点をあてている。この軌道は、
行為者の発達するアイデンティティ（identity）を意味
する。
　このように正統的周辺参加においては、学習とは相互
構成的であり、アイデンティティの形成を含むものであ
るが、完全に個人に内化されるものでもなく、完全に実
践共同体に外化されるものでもない。つまり学習とは実
践共同体の状況に埋め込まれているものであり、参加そ
のものが学習であり、つねに進化し更新されていく。
　このように正統的周辺参加という概念は、知識が内化
する過程を学習とみなす視点から、参加そのものを学習
とみなす視点に鮮やかに切り替えたと言えるだろう。そ
こで学習が生起する場である実践共同体が注目されるこ
とになる。実践共同体の詳細を、企業における知識創造
という観点で、Wenger, Mcdermott & Snyder（2002）
が具体的に示した。
　Wenger らによれば、実践共同体の構造は、領域、コ
ミュニティ、実践の 3要素から構成される。領域は「き
わめて日常的なノウハウから、高度に専門化された職業
上の専門知識」までさまざまではあるが、実践共同体の

表 1　実践共同体と他組織との違いの 5 つの特徴

出所）（Wenger, Mcdermott & Snyder、2002、邦訳書、82 頁）より抜粋
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存在理由であり、その領域において交流することを目的
に参加者が集まってくるため、参加者を鼓舞するもので
なくてはならない。コミュニティは参加者が定期的に情
報交換する場であり、参加は自発的に行われ、参加者同
士に互恵主義、信頼感が存在し、開放的な雰囲気がある
とうまく機能する。実践とは「ある特定の領域で物事を
行うための、社会的に定義された一連の方法」であり、
共通の手法や基準を意味する。その範囲は幅広く、形式
知と暗黙知の双方が含まれるが、たとえば事例、物語か
ら書物、論文、行動様式、倫理観までが含まれる。
　またWenger らは、表 1のとおり、他組織と実践共同
体の違いを 5つの特徴から説明する。
　表 1のとおり、メンバーが他者から選任され、境界が
明確であり、目的が職務遂行である公式組織、あるいは
プロジェクトチームと比較すると、実践共同体は自発性
が高く、知識創造や専門性の向上に情熱を感じて集まる
人々の集団であることがわかる。
　Wenger らが強調する実践共同体の効用は、「二重編
み」構造が実現できることだ。たとえば企業内において、
個人は実践共同体の一員であると同時に、公式的な業務
組織の一員でもある個人が、同時に複数の役割を果たす
この状態は多重成員性と呼ばれる。個人は多重成員性を
持つことにより、実践共同体で得た最先端の専門知識を
業務組織で試し、試した結果を実践共同体に持ち帰り議
論するなど、知識創造のための学習のループが回ること
になる。
　Brown & Duguid（1991）が指摘する実践共同体の効
用も、連結という点で二重編みの効果に共通している。
Brownらは、実践共同体を、仕事と学習およびイノベー
ションを連結する存在として捉え、非公式な共同体間の

表 2　実践共同体の特徴

出所）筆者作成

関係の相互作用によって、イノベーションが生じるとす
る。
　多国籍の参加者を含む実践共同体においても、中西
（2013）が、二重編みと関連する効果を確認している。
中西は飛行方式設計者の国際専門家会合という実践共同
体を調査し、公式共同体とともに、自由な雰囲気で、公
式の場で扱われない内容を幅広く議論する副次的共同体
が存在し、双方の共同体は相補関係にあることを明らか
にした。そのうえで、副次的共同体は、知識共有を目的
とし、成員個人の学習を促進していることを示した。
　ここまで述べてきたように、実践共同体には、知識創
造をとおして、組織と個人の相互作用的な学習に貢献す
る役割が存在する。松本（2013）は、その役割を 4つに
整理している。第 1の役割は個人学習・熟達化の促進、
第 2の役割はチーム・組織学習の促進、第 3の役割は育
成・教育、第 4の役割は知識創造である。
　以上、実践共同体については様々な先行研究による多
面的な解釈があり、それぞれの状況において異なった影
響が生じることは事実であろう。しかし、一連の先行研
究を通じた共通的な特徴としては、表 2のとおりまとめ
ることができる。
　表 2でまとめた特徴は、主に企業に関する実践共同体
によりもたらされた知見である。しかし、地域において
も、イノベーション、知識創造、人材育成が重要なこと
は論をまたない。そうであれば、地域における実践共同
体が同様の役割を果たしていくことも、また重要であろ
う。そこで、次節では、地域活性化で実践共同体が果た
している役割に関する先行研究をレビューする。
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2　地域活性化における実践共同体
　実践共同体の 4つの役割を指摘した松本（2013）は、
地域社会においても実践共同体は同様の役割を果たせる
可能性があるとする。なぜなら、実践共同体は地域社会
におけるネットワークの結節点となり得る可能性があ
り、地域における学習と知識共有を促進できると考えら
れるからだ。
　地域における具体的な実践共同体の活動のあり方は、
以下のとおり類型化することができる。
　第 1の類型は、大学など、教育機関と地域が連携して
実践共同体を生成する事例である。
　栗山・田中・山﨑・森谷（2013）は、渋谷区に本部を
置く文化学園大学と長野県飯山市の地域連携による教育
実践が、表 1の 5つの特徴に合致し、実践共同体にあた
るとする。具体的には、地域連携プロジェクトの目的に
あたる地域資源を活用した PR商品の開発は、知識の創
造と個人の能力開発に該当する。学生、教員、地域住民
は、メンバーとして自発的に参加している。商品の知的
所有権の利用可能性が広いので境界は曖昧である。また、
メンバーは地域開発への情熱で結びついている。同時
に、この地域連携プロジェクトは、主題が持続的、発展
的なものとなるよう設計されており、短期に終了するも
のではないので、期間としても、有機的に進化されてい
くことが期待されている。さらに、特に学生にとっては、
「飯山らしさ」を状況的に学習しつつ、実践共同体に参
加していくことが刺激となっており、正統的周辺参加の
枠組みにもあてはまるという。
　矢守・高（2007）は、和歌山県立橋本高校の学生が、
地域社会と協力しながら、ゲーミング手法で防災学習を
つくりあげ、その後地域に展開していった事例を示す。
矢守らが強調するのは、防災学習において知識を個人に
内化するだけでは、効果が十分ではないということだ。
学生が地域における防災の専門家とともに活動すべき組
織・団体の実践共同体に長期にわたって参加し、防災に
関する新しい自分自身の役割、ふるまいを身につける、
すなわち違った自分という新しいアイデンティティを形
成してこそ、防災学習の意味があるという。
　上記の 2例は、主に実践共同体の成果が中心に述べら
れているが、もちろん教育機関と地域の連携による実践
共同体の生成には課題が存在する。新名（2007）は、大
学と地域が連携して活動する場合に生ずる、4つの課題
を指摘している。第 1の課題は、地域の当事者が、研究
者に活動の場をコントロールされていると感じるのでは
ないか、という懸念があること。第 2の課題は、研究者
が活動を実験と捉えた場合、地域の当事者が活動を実験
として許容できるのか、という懸念があること。第 3の
課題は、研究者がいずれ活動の場からいなくなってし

まった場合、その後の活動がどうなるのか、という懸念
があること、第 4の課題は、活動がいずれマニュアル化
してしまうのではないか、という懸念があること。この
4課題は、教育機関と地域という違いを有する関係者間
で連携を行うがゆえに生じるものと言える。
　第 2の類型は、地域における横断的な人材育成のため
に実践共同体が生成される事例である。関（2013）で
は、杜氏の後継者の育成について示されている。酒造業
においては高齢化、人材不足が顕在化しており、そのた
め杜氏の後継者育成が急務となっている。新潟県、山形
県、福島県では学校や講習会を通じた体系的な育成の枠
組みが実施されている。しかし、学校と講習会のみなら
ず、実践共同体による人材育成も行われている。たと
えば、福島県では、福島県酒造組合の有志 32 社により、
「高品質清酒研究会」という実践共同体の性格を有する
研究会が結成されている。同研究会では、全国新酒鑑評
会の金賞獲得数日本一にむけて、酒づくりの現場での情
報交換、成功、失敗事例の検討などがなされ、杜氏の人
材育成に寄与している。
　また西澤（2008）によれば、山形県長井市の「ロボッ
ト開発」による人材育成には、実践共同体が大きな役割
を果たしている。1990 年代に中心企業が規模を縮小し
たことにより、長井市は企業城下町から新たな産業振興
の方向性を戦略立案することを迫られた。その戦略の柱
が、二足歩行ロボットのコンテストへの参戦を目標とす
る「ロボット開発」を通じたものづくり人材の育成であ
る。もともと長井市には 60 年あまり続いた企業城下町
の歴史により、加工技術、制御技術など、ロボット開発
に必要な幅広い技術の集積があった。そこで、地元企業
の協同組織と市民有志が中核となって発足させた「もの
づくり伝承塾」が、ロボット開発を共通テーマとするこ
とで、ものづくり人材の育成を図り、結果として多くの
長井工業高校の卒業生が地元企業に就職するという成果
につながったとされている。この事例は、地域の企業と
市民が中核となった「ものづくり伝承塾」という実践共
同体が人材育成に成果をあげたことを示すものである。
　一方、大都市圏である東京都渋谷区における地域の人
材育成の事例が、地域密着型「生涯学習大学」の「シブ
ヤ大学」である。齊藤（2010）によれば、生涯学習大学
は学校教育法上の大学ではなく、地域に密着して生涯学
習事業を行う機関である。シブヤ大学は、渋谷の街その
ものをキャンパスとすることがコンセプトとなってい
る。齊藤は、シブヤ大学は緩やかなコミュニティである
と指摘し、参加者は多様な他者と交流・対話を行うこと
ができるので、自身のキャリアのあり方を内省できる効
果があるとしている。これは、前述の荒木（2007, 2009）
が指摘している、企業の外部の実践共同体への知識労働
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者の越境の形態に合致するものである。
　第 3の類型は、地域活性化にむけ内発的に実践共同体
が生成される事例である。湊（2013）では、徳島県神山
町に人材が集積した事例が紹介されている。過疎の町で
あった神山町には、IT 企業、クリエイター、職人など
が他地域から移住しつつある。もちろん、この状況は短
期で成し遂げられたものではなく、1992 年から神山町国
際交流協会が設立され、地道な国際交流活動を実施して
きた実績が影響している。2004 年にはNPOグリーンバ
レーが設立され、世界の先駆的地域モデルを目指すとい
うビジョンのもと、移住希望者の支援を行ってきた。い
まやグリーンバレーは会員、非会員含め 200 名が活動に
参加し、人が人を呼ぶ連鎖の中核となっている。グリー
ンバレーの成立経緯とビジョンは実践共同体に相当しよ
う。また、佐藤（2011）は、伝統的湯治場である東鳴子
温泉が、「東鳴子ゆめ会議」という実践共同体により活
性化した事例、佐藤・相原（2011）は、広島県世羅町の
活性化に寄与している「世羅町 6次産業ネットワーク」
の事例を紹介している。
　さらに塙（2013）は、「茨城県最高品質農産物研究会」
という実践共同体において、農業経営を行ううえでの効
果を指摘している。同研究会のメンバーは、茨城県の農
業経営者で構成されているが、企業、大学、料理研究
家、レストランシェフ、ビジネスマネジメントの専門家
と連携している。すなわち、この実践共同体により、農
業技術の向上、農産物の高品質化とともに、6次産業化 1）

にむけたビジネスマネジメントの向上も図られていくこ
とになる。

　第 4の類型は、外部団体と地域が協働する方式での実
践共同体の生成の事例である。田島・小川（2013）は、
茨城県ひたちなか市那珂湊地区で開催されている「みな
とメディアミュージアム」を事例に、外部団体と地域が
協働する実践共同体を、「よそ者」が地域コミュニティ
に参入し緩やかなつながりをつくるモデルとして、説明
している。田島らは、モデルを、単独参入、統制型、自
律型にわけて説明している。単独参入型は、よそ者が単
独で地域コミュニティに参入し活動する。統制型は、よ
そ者がファシリテーターとして地域コミュニティに参入
し、まとめ役となる。自律型は、よそ者のコミュニティ
がそのまま地域コミュニティに参入し、融合する。「み
なとメディアミュージアム」の場合、もともとは統制型
であったが、時間の経過とともに自律型に変容していっ
た。田島らは、自律型モデルの特徴は、緩やかなつなが
りゆえに、現実世界の地位にとらわれることなく、「安
心のつながり」「気楽なつながり」「偶然のつながり」が可
能となり、よそ者が地域に受容されることにあるという。
　以上のべてきた地域における実践共同体の 4類型につ
いてまとめると、表 3のとおりとなる。
　実践共同体において、学習とは相互構成的であり、完
全に個人に内化されるものでもなく、完全に実践共同体
に外化されるものでもない。そのため表3にあるとおり、
実践共同体の効果は個人と地域の双方に対して生じてい
る。ただし、類型により、地域への影響は異なる。新し
いビジネスモデルが生成され、外部からの移住という現
象にまで至るケースは、第 3類型の内発的な実践共同体
に限られる。これは、第 3類型の実践共同体の形成が長

表 3　地域における実践共同体の 4 類型

出所）筆者作成
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　社会関係資本において Lin が、個人のネットワーク上
の位置である。ネットワーク上の位置を考えるうえで前
提となるのは、Granovetter（1973）の「弱い紐帯」と
Burt（1992）の「構造的空隙」という概念である。紐
帯とは交際圏における相互行為と言い換えることができ
よう。相互行為の密度の濃い交際圏に埋め込まれている
個人は、同質的な特徴を持つメンバーと接点を持つこと
になり、得られる情報も同質性が強くなる。異質性のあ
る情報にアクセスするためには、別の交際圏にアクセス
し、交際圏と交際圏を結ぶ必要が生じるが、そのブリッ
ジが「弱い紐帯」と定義される。すなわち、弱い紐帯
には、より多くの異質な情報とアクセスできる便益が存
在し、積極的な意義を有するのである。一方、構造的空
隙とは、2つの交際圏・群が重複しない接触相手の間で
隔たっており、かつ接触相手の間では重複のない関係に
なっていることを意味する。つまり 2つの群は、特定の
接触相手のルートしか存在しないため、当該接触者には
優位性が生じる 4）。この「弱い紐帯」と「構造的空隙」
の概念を進展させ、Lin は「ネットワークにおけるブリッ
ジに近い位置にいる個人ほど、よりよい社会関係資本に
アクセスしやすくなる」（Lin, 2001, 邦訳書 , 92 頁）とし
た。
　この Lin のネットワーク上の位置に関する命題は、地
域における実践共同体の有効性を示す鍵となると思われ
る。実践共同体の存在しない地域、特に地方圏は、密度
の濃い交際圏であると考えられる。都市圏の居住者に比
べ、交際範囲は限定されるであろうし、逆に日常的な交
流の密度は濃いと想定される。そのため、異質な情報へ
のアクセスは限定される。
　しかし、実践共同体が生成されると、この状況は一変
する。表 3にあるように、実践共同体の効果は、緩やか
なつながりの形成にある。実践共同体に参加すること
は、通常であれば知り合うことのなかった多様で異質な
個人どうしにアクセスが生じることに他ならない。すな
わち、弱い紐帯の数が増加し、参加者間のネットワーク
の本数が増幅するため、構造的空隙の減少も生じる。地
域における実践共同体の生成は、とりわけ個人がよりよ
い社会関係資本にアクセスできる環境の整備につながる
と考えられる。

Ⅲ リサーチクエスチョンと調査の方法

1　リサーチクエスチョン
　先行研究のレビューから、地域の実践共同体には、個
人がよりよい社会関係資本にアクセスできるようになる
効果があることが導かれた。しかし、実践共同体が生成

期間にわたり、かつ地域の関係者の参加の広がりも最も
大規模であるからだと考えられる。もっとも、他の類型
において、新しいビジネスモデルの創出が生じないとい
うわけではない。他類型の実践共同体から直接的にビジ
ネスモデルが創出されないにしても、人材育成を行った
結果、その人材から間接的に創出される可能性がある。
つまり、類型間で、その重要性に優劣があるわけではな
い。

3　ソーシャル・キャピタルと実践共同体
　実践共同体が地域活性化に影響を与えるという観点
において、社会関係資本（social capital）との関連性に
ついて述べたい。社会関係資本の代表的論者としては、
Putnam（1993, 2000）と Lin（2001）をあげることがで
きよう。
　Putnam は、イタリアの南北格差の問題、またアメリ
カのコミュニティ機能の衰退をとりあげ、社会関係資本
の重要性を訴えた。特にイタリアの南北格差について
は、実は歴史上の市民共同体としての成熟度が社会関係
資本の蓄積に大きく寄与していることを指摘した。その
うえで、社会的信頼とは互酬性の規範 2）と市民的積極参
加のネットワーク 3）が大きく影響しているとする。
　この Putnam の指摘は、社会関係資本という概念を
明示したことで、大きな注目を浴び、多くの関連研究
を生じさせた。しかし、Putnam の理論には様々な批判
があることも事実である。たとえば日下部（2012）は
Putnam のソーシャル・キャピタル指数は負の人口効果
を強く含んでおり、「みせかけの相関」の要素を排除で
きていないとする。筒井（2007）は、一連の Putnamへ
の批判をレビューしたうえで、社会関係資本を機能させ
る要素と、社会に利便性をもたらす要素が類似している
面があり、その関連性が理論化できていないため、トー
トロジーに陥っているとする。
　Putnam（2000）のボーリング場と社会関係資本の
研究に対比し、神楽坂の喫茶店を分析した田中・梅崎
（2012）は、実践共同体が地域において創発的に社会関
係資本を醸成する可能性を指摘している。たしかに実践
共同体の地域における 4類型は、互酬性の規範と市民的
積極参加に貢献する機能があると思われるが、同時に、
筒井が指摘するように、社会関係資本そのものに貢献し
ているのか、社会に利便性をもたらす要素に直接貢献し
ているのか、判別しがたい側面があるとも言えよう。
　一方、Lin（2001）の説明する社会関係資本は、個人
のネットワークの側面に焦点が絞られている。Lin は古
典的資本理論に対し、社会関係資本は新資本理論にあた
るとする。新資本理論は、人的資本、文化資本から進展
し、社会関係資本にいたるとされる。
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されたとしても、従来は密度が濃い、強い紐帯として構
成されていた交際圏・群を、容易に開放的に変革でき
るとは考えにくい。実際、前述のとおり、新名（2007）
は、地域の当事者ではない大学などの教育機関が、実践
共同体を生成していく際の課題を指摘していた。また田
島・小川（2013）の事例では、よそ者が地域に参入して
いくためには、一定の時間の経過が必要であることを示
していた。表 3の類型 1、類型 3、類型 4においては実
践共同体の担い手に外部のキーパーソンが含まれている
が、先行研究からは外部と内部の関係づくりには工夫を
要することがわかる。
　このように地域における実践共同体の生成には課題が
想定されるが、実践共同体の重要性を鑑みれば、その課
題を共通的に明示化することは地域活性化に資すること
になろう。
　そこで、本研究のリサーチクエスチョン（以下、RQ）
を以下の通り設定する。
RQ1：	地域において実践共同体を生成する際、特に外部

のキーパーソンが関与する場合には、どのような
課題、困難さが生じるのか。

RQ2：	地域において実践共同体を生成する際の課題、困
難さに対して、どのように対処することが効果的
なのか。

2　調査と分析の方法
　2013 年 12 月に、地域活性化に寄与している NPO 法
人 2 社を選定し、聞き取りを行った。このNPO法人は
いずれも、東京に本拠を構えながら、多数の地域の実践
共同体の生成に関与する役割を果たしている。そのため、
地域における実践共同体の共通的な課題と対応策の抽出
にふさしいと考えた。
　聞き取りの内容は、RQに沿って、共通的な課題と対
応策に関する質問を中心に行った。
　また聞き取りで得られた内容は、佐藤（2008）の「質
的データ分析法」で分析することとした。この手法は、
コーディングの作業において、帰納的なアプローチだけ
でなく演繹的なアプローチをも積極的に活用するため、
地域における実践共同体の共通的な課題と対応策の抽出
という探索的な側面を有する分析に適していると考え
た。

Ⅳ 調査の結果と分析

1　NPO 法人 cut-jp の聞き取り結果
　NPO法人 cut-jp（以下、cut-jp と表記）の代表である
早田吉伸氏に、聞き取り調査を行った。

　cut-jp は 2007 年に任意団体として活動を開始し、
2008 年に NPOとして認可された。東京都を本拠としつ
つ、地域及び日本全体の活性化のために、魅力的な素材
（ヒト・モノ・コト）をつなぎあわせ、新しい価値創造
を推進することを目的として活動を行っている。

 （1）活動目的
　cut-jp の課題認識は、市民協働の場を、実質的に意義
あるものとして機能させることにある。近年、政府、国
民の双方において、「公共」に対する認識が変化しつつあ
る。従来の公共の認識においては、社会課題を解決する
主体は、政府に限定されていた。しかし現在の公共の認
識では、社会課題を解決する主体は、政府のみならず、
市民、企業、NPOなど多様な関係者が含まれる。この新
しい認識にたてば、行政と市民が協働の場を形成し、そ
の場で社会課題を発見定義し解決していくことが望まし
い。ところが、実際には、地域の市民に課題の発見を投
げかけても、そのままでは課題の掘り起しにまで至らな
いことが多い。この状態は「困ったことを聞いても、そ
のままでは、出てこない」と表現される。つまり工夫さ
れた協働の場が構築され、対話が進展する状況にならな
ければ、地域課題についての議論は開始されない。
　cut-jp は、こうした状況を踏まえて、形だけではない
実質的に機能する市民協働の場を生成するための活動を
行う必要性があると考えている。

 （2）場づくりの課題
　cut-jp は多くの地域での場づくりにかかわってきた。
cut-jp が目指す場づくりとは、地域課題に取り組む情熱
を共有する多様な人々の集団であり、すなわち表 1の要
素を満たす実践共同体の生成と言い換えることができよ
う。しかし、場づくりは容易でなく、最大の課題は、方
法論の欠如である。
　cut-jp にとって、場づくりが成功したと評価できる基
準は、多様な参加者がそれぞれ、「この場は安全である」
と認識でき、顕在的には認識できていない困ったこと
（課題）のアイディアをぶつけあえる（議論しあえる）
状態にまで到達することにある。その際、問題となるこ
とは、「安全な場である」と多様な参加者が認識できる
状態に到達するまでの方法論が十分ではないことだ。従
来であれば、宴席を繰り返し、参加者間の信頼を高めて
いくという方法がある。また、ワールド・カフェ 5）、オー
プンスペーステクノロジー 6）などの対話を促進する手法
がある。これら従来型の手法は、一定の効果を有してい
るし、今後も場面に応じて活用されていくと、cut-jp で
は認識されている。しかし、これらの手法の限界点は、
一定の信頼関係は構築できても、多様な異質性をお互い
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認め合ったうえで、異質だからこそ生み出せる革新的な
アイディアに至るほどの信頼関係の構築につながるとは
限らないことだ。換言すれば、これらの方法論は効果的
であるものの、異質性を相互に共有できるほどの長期的
な安全な場を構築するためには十分でない部分もある、
ということになる。

 （3）新しい方法論の模索
　従来型の方法論の限界を踏まえ、cut-jp が模索してい
る方法論は、デザイン思考の活用である。岡・田村・堀
井（2009）によれば、デザイン思考とは、デザインの考
え方を応用しつつ、人間側から社会のプロセスによい変
化をもたらすイノベーションを実現する手法であり、造
形や意匠のスキルが応用されることが多いが、それは必
須ではない 7）。
　具体的に cut-jp では、次のようにデザイン思考の活用
を進める。異質で多様性のある人々の集まりでは、失敗
する可能性がある新しいことに挑戦しようという雰囲気
はなかなか醸成されない。そこで、対象となっている課
題（困ったこと）に対して、ほとんど費用のかからない
プロトタイプの解決策をまず、作成する。この解決策を
モックアップ（模型）として提示することで、異質な参
加者間の対話が促進される。そのうえで、さらなるモッ
クアップの改良を議論し、実際に試行していくのであ

る。試行が失敗であったとしても、大きな問題にならな
い前提であるので、失敗からも様々な知見を得ることが
できる。このデザイン思考の活用はまだ模索段階である
が、cut-jp では有力な新しい方法論として考えている。

2　NPO 法人 ETIC. の聞き取り結果
　NPO 法人 ETIC.（以下、ETIC. と表記）のチャレン
ジ・コミュニティ創成プロジェクトディレクターの由利
吉隆氏に聞き取り調査を行った。ETIC. は、社会への志
をもつ若者が、起業家的アクションを起こすことを支援
するために、1993 年に設立された。その後、社会起業家
の輩出に実績を積んできたノウハウを生かし、2004 年
から地域の人材育成力、起業力を高める取り組みを開始
した。

 （1）活動目的
　2004 年から開始された地域の人材育成力、起業力を高
める取り組みは、チャレンジ・コミュニティ・プロジェ
クトと呼ばれる。当初は経済産業省の委託事業として開
始されたが、現在ではETIC.が自律的に取り組んでいる。
　同プロジェクトの目的は、学生、中小企業、研究者・
教員、自治体などの多様な関係者をつなぎ、地域のコ
ミュニティづくりを支援し、地域に挑戦の生態系をつく
ることにある。現在では、ETIC. は、全国 43の地域コー

図 1　チャレンジ・コミュニティ・プロジェクトの実施地域

出所）ETIC. 作成の資料を、同法人の許諾を得て掲載
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ディネート機関（NPO、企業、自治体など）、50大学、2
万人の学生、2000 社の地域起業家とネットワークし、同
プロジェクトを進めている。チャレンジ・コミュニティ
・プロジェクトの実施地域は、図 1のとおりである。
　2004 年開始当初は、ETIC. 自体が各地域でのコミュニ
ティづくりに関与することも多かったが、現在では全国
におけるネットワークが充実してきたため、ネットワー
クのつなぎ役、事務局としての役割が中心になってきて
いる。たとえば、全国のコミュニティづくりの関係者が
一堂に会す機会を提供し、お互いの取り組みを共有する
ことを促進している。

 （2）コミュニティづくりの課題
　同プロジェクトの意味するコミュニティは、地域の多
様な人々が集団を形成して自発的に地域課題に取り組む
ことを推進するものであり、表 1の実践共同体の要素を
満たしていると考えられる。では地域のコミュニティを
つくる際の課題は何であろうか。
　ETIC. が地域でコミュニティをつくる第 1段階では、
連携相手を探すことになる。連携相手は、自治体、大学
の教員、経営者、コーディネート団体など、地域によっ
て様々である。どのような種類の連携相手であろうと、
世話役になることができるような、地域活性化への強い
想いがあることが条件となる。そのような情熱がなけれ
ば、困難な活動を推し進めていくことは難しいからだ。
　いったん連携相手が見つかれば、地域の関係者を集
め、対話の場を開始することになる。しかしここで、2
点の課題が生じる。第 1は、地域における関係者らは、
もともと交流の密度が高くお互いをよく認知しているう
え、利害が対立している場合も多く、結果として反目
してしまうことがあるという点だ。第 2は、挑戦に動き
出すきっかけが生じにくいことだ。実は地域の関係者ら
は、外部から指摘されることについては、すでに理解し
ていることが多いという。つまり地域の問題に対する課
題認識はされており、場合によっては解決策も想定され
ている。しかし、実際に誰がやるのか、どう進めるのか、
ということについて具体化しないので、状況が進展する
に至らないという。

 （3）触媒としてのよそ者
　地域として、課題認識は有しているが、関係者間の反
目もあり、コミュニティの生成に至らない。ETIC. によ
ると、このような状況に有効な存在が、触媒としてのよ
そ者である。外部からコミュニティづくりを意図する存
在、すなわちよそ者、が媒介することで、コミュニティ
づくりが進展する場合が多いという。なぜならよそ者は、
「まみれていない存在」、すなわち地域の利害に直接関係

はしていないため、政治的な人間関係を気にすることな
く、関係者間を自由に行き来することができるからだ。
　ただし、「こぶしをふりあげて、地域はこうあるべき
だ、などと主張する人」は、触媒としてうまく機能する
ことはない、という。こうあるべきだ、という主張は地
域では共感を生まない。むしろ、素直に地域を知りたい、
学びたいという姿勢を持つよそ者が、地域では共感を呼
び、機能することが多い。
　このような素直な感覚を持った存在ということでは、
とりわけ若者が機能する場合が多い。若者に特別なスキ
ルは必要なく、地域の実情を素直に学ぼうという姿勢を
見せると、地域の多様な関係者にかわいがられることが
多く、結果として、コミュニティづくりに寄与していく。
　なお、当初よそ者であっても、一定期間、コミュニ
ティづくりに関与すれば、その地域のことには必然的に
詳しくなっていく。しかしながら、よそ者の感覚は持ち
続けたほうが地域では受け入れられる。地域の関係者に
とっては当然となっている地域の内発的な資源の価値を
指摘することができるからだ。「この特産品は、じつは
外部では珍しいし、おいしいですよ」などと指摘する行
為は、地域の関係者にとって大きな価値があり、そのよ
うな意見を継続して発信してくれることで、ますます信
頼が高まっていくという。	

3　RQ の分析結果
　2つの NPO法人の聞き取り結果について述べた。こ
こから、RQに対して以下のように分析する。

 （1）RQ1 の分析結果
　RQ1 は、「地域において実践共同体を生成する際、特
に外部のキーパーソンが関与する場合には、どのような
課題、困難さが生じるのか」という内容であった。分析
結果としては、表 4のとおりまとめた。
　実践共同体が生成に至らない理由は、表 4のとおり、
大きく 2つのカテゴリーにわけることができる。第 1の
カテゴリーは、地域課題への取り組みの姿勢が消極的で
あるということだ。従来は社会課題の取り組みの主体は
行政中心であったため、行政以外の関係者の取り組み姿
勢は消極的である。そのため、地域住民に課題を尋ねて
も、単にそれだけでは回答はかえってこない。実践共同
体は定義にあるように、あるテーマに関して関心、熱意
を共有する人々の集団である。課題に対して消極的な姿
勢であれば、実践共同体の生成に至ることは難しい。
　第 2のカテゴリーは、具体的な生成に対する阻害要因
である。生成に向けた方法論が欠如していること、地域
の関係者はその内部のつながりが濃密であるため、関係
者間で対立が起こりやすいこと、生成に向けた行動の
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きっかけが欠如していること、があげられていた。

 （2）RQ2 の分析結果
　RQ2 は「地域において実践共同体を生成する際の課
題、困難さに対して、どのように対処することが効果的
なのか」という内容である。分析結果としては、表 5の
とおりまとめた。
　実践共同体を生成するために効果的な対処方法は、表
5のとおり、2つのカテゴリーにわけることができる。
　第 1のカテゴリーは、実践共同体を生成するための場
の設計の工夫である。課題において方法論の欠如が指摘
されていたが、デザイン思考を活用すれば、場の生成が
進みやすい。また、取り組みの順序として、まずは小規
模な試行から取り組めば、失敗をおそれて大胆な挑戦が
できないという問題は起こりにくい。
　第 2のカテゴリーは、実践共同体を生成するための触
媒について述べたものである。地域課題の取り組みにつ
いて消極的な姿勢であり、関係者間に対立があり、行動
を起こす者が誰もいなければ、いつまでも実践共同体の
生成は開始されない。それゆえに、触媒として行動を起
こす者が求められるのである。触媒となる者は、よそ者
であり、かつ若者であることが望ましい。なぜなら、よ

そ者は地域の利害に直接関与していないので、地域関係
者間の対立に巻き込まれない。若者として、素直に地域
に学ぶ姿勢を見せることは、地域の共感を呼ぶ。そして、
よそ者の感覚を維持し続けることができれば、地域に新
たな視点を提供できるのである。

Ⅴ　考察とまとめ

1　理論的意義
　本研究の理論的意義は、実践共同体の生成過程の課題
と対処の過程を明らかにしたことにある。実践共同体に
関する先行研究は、既に存在している実践共同体の状況
を明らかにする研究が主であった。しかし本研究で明ら
かになったことは、実践共同体の生成が自然に生じるだ
けでなく、一定の前提条件が存在する場合にはモデル化
された過程により、生成が促進される可能性があるとい
うことだ。
　先行研究のレビューにあるとおり、地域の活性化にお
いては実践共同体が大きな貢献を果たしている。聞き取
り調査を行った NPO2 法人も、実践共同体の貢献を認
識し、実践共同体の生成を目的としていた。しかし、地

表 4　RQ1 の分析結果

表 5　RQ2 の分析結果

出所）筆者作成

出所）筆者作成
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域という前提条件は、実践共同体の生成に適していない
要素がある。活性化への消極的姿勢が基調となっていれ
ば、実践共同体の定義である、特定のテーマ（この場合
は、地域活性化）への関心、情熱が共有されるのは困難
となる。また交流密度が濃く、利害の対立する交際圏・
群が分散しているという地域の状況においては、それら
の群に緩やかなつながりが生成されることは自然には生
じにくい。この状態は、Lin（2001）の指摘する、ネッ
トワークの位置の優位性が際立つ状態である。弱い紐帯
の数は限られ、多くの構造的空隙は埋まっていない。つ
まり地域内の情報のやりとりは十分でないと考えられ
る。
　このような地域の特性において、本研究では、触媒の
存在がつながりに有効であることが明らかになった。触
媒とは、単に Lin の指摘するネットワークのブリッジの
近くにいて、情報の優位性を享受する存在ではない。む
しろ、他者間の弱い紐帯の数を増やし、構造的空隙を埋
める存在である。つまり触媒の目的は、地域全体の情報
の交流を増加させることにあり、本人が優位な位置を占
めることではない。
　この触媒に適合する資質を明らかにしたことも、本研
究の成果である。触媒の資質としては、よそ者、とりわ
け同時に若者であることが適していた。これは、利害関
係の無さ、および該当地域への知識の不足（しかし同時
に知識への関心は高いこと）が、弱い紐帯の結合を行う
際に有効であることによるものだった。なぜ、このよう
な触媒の条件が有効なのであろうか。これは、閉鎖的で
凝集性の高い交際圏・群における人々が類似性を有した
構造同値（structural equivalent）8）であり競争原理が
強く働く（Burt, 1987）ことに対し、よそ者（若者）は
異質的であるため、競争原理の対象とはみなされないこ
とが有利に働くからであろう。すなわち、閉鎖的で凝
集性の高い交際圏・群において、新たに弱い紐帯を形成
し、構造的空隙を埋めるためには、異質性の強い存在が
有利であると考えられる。
　以上から、閉鎖的で凝集性の高い交際圏・群が分散し
て存在し、利害においても対立している状況で実践共同
体の生成を促進するためには、それらの交際圏・群の成
員に対して、異質性が高く構造同値ではない存在を触媒
にすることが有効であるというモデル化された過程を想
定することができよう。

2　実践的意義
　本研究の実践的意義は、地域に実践共同体をつくる際
に具体的に参考となる点を、明確化したことにある。
　第 1点は、方法論の活用である。地域の課題は、消極
的姿勢と、関係者間の対立にあった。このような課題が

あると、対話を行う場が、なかなか安全な場にならない。
しかし、デザイン思考を活用していけば、そこに内包さ
れている失敗をおそれず挑戦を促進する作用で、安全な
場の形成が促されていくであろう。地域において、方法
論の活用は積極的に進めていくべきだろう。
　第 2点は、触媒の人選である。触媒については、よそ
者（若者）が有効であったが、さらに素直に学ぶ姿勢が
必要であった。これは、実践共同体を生成する触媒を人
選する際に考慮すべき基準であると考えられる。なお、
本研究は、外部が介入して地域に実践共同体が生成され
ていく過程の研究であったが、地域だけで内発的に実践
共同体が生成される場合も存在する。そのような場合に
おいても、よそ者（若者）に近い存在、つまり利害関係
がなるべく少なく、素直に学ぶ姿勢を持つ者が触媒とな
れば、生成が促進される可能性があろう。
　第 3 点は、きっかけの重要性である。実は、地域の
人々は、課題が何であるか認識し、また対応策のアイ
ディアまで持っていることが多いという。さらに、いっ
たん実践共同体が生成されてしまえば、利害を越えて
様々な関係者が情熱的に課題の解決に取り組んでいく。
しかし、きっかけが欠如していることで、そのような理
想的状態に至らないことが多い。本研究で取り上げた
NPO2 法人は、きっかけをもたらす存在である。他地域
においても、きっかけの重要性を認識し、いかにしてきっ
かけを生じさせるかという点に創意工夫の焦点をあてて
いくことが望まれる。

Ⅵ　本研究の限界と今後の課題

　本研究は、NPO2 法人の聞き取り調査に基づくもので
ある。対象の法人数は限定されているが、両法人とも全
国各地で多くの取り組み事例があり、共通的な課題と対
応策の抽出という観点では有効であったと考える。しか
しながら、個々の事例の差異まで含めた抽出という観点
では、聞き取りの数量が限定されているという限界があ
る。
　また実践的意義で述べたように、本研究は、外部が介
入して、地域の実践共同体が生成される過程の研究であ
る。外部の介入が存在しない状態で、地域に内発的に実
践共同体が生成される過程については、対象外となって
いる。この点の調査については、今後の課題としたい。
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注
1）	 農業の発展形として、1次、2次、3次産業を統合し、新たな経営体となることを意味する。
2）	 Putnam（1993）によれば、互酬性の規範とは、地域においてある時点では一方的あるいは均衡を欠いても、将来的には便益が返
礼される規範である。互酬性の規範が地域に存在すると、機会主義は抑制され、利己心と連帯が調和されるという。

3）	 Putnam（1993）によれば、市民的積極参加のネットワークは、活発な水平的交流を意味し、ネットワークが密になれば、市民は
相互利益に向けて協力できるようになるという。

4）	 Burt は構造的空隙における群間のブリッジを、紐帯の強弱と直接関連させていない。つまり、強い紐帯であってもブリッジとな
る可能性はある。この点が、弱い紐帯と構造的空隙の理論の差異である。

5）	 ワールド・カフェとは、カフェのようなリラックスした雰囲気をつくりだすことで、少人数にわかれたテーブル間の相互交流を可
能にし、対話を促す手法を指す。香取・大川（2009）に詳しい。

6）	 オープン・スペース・テクノロジーとは、重要な課題について、関係者を一堂に集めて、参加者が自主的にスケジュールを決めて
ミーティングを行う手法である。参加者の数に制約はなく、1000 人以上などの大人数でも実施可能である。香取・大川（2011）に
詳しい。

7）	 岡ら（2009）によれば、デザイン思考は 3つの流れに分類することができる。第 1は、Engineering School からの流れであり、製
品造形の育成スキルが基礎となっている。第 2が、Business School からの流れである。第 3が、Art School からの流れであり、ソー
シャル・イノベーション志向が強い。第 2の Business School からの流れは、ビジネス教育としてのデザイン思考が強調され、造
形や意匠のスキルは考慮されていない。

8）	 構造同値である場合、直接のネットワークが存在しなくとも、お互いに同質性を認識することで、競争原理が働くことになる。つ
まり、よそ者（若者）は構造同値の存在とは認識されないことで、競争原理の枠組みから外れることができる。
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